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1.　は じ め に
現在，パソコン市場は，成熟状態にあるといっ
ても過言ではない。そのような中でも，パソコン
製造企業は，利益を生み出し，そして市場での
マーケットシェアを確保すべく努力をしている。
しかしながら，パソコン市場においては，企業間
または事業部間などでＭ＆Ａを行ったり，あるい
は市場から撤退したりして，年々，規模が小さく
なっているようである。IT 業界における市場調
査およびコンサルティング会社である IDC Japan
の国内クライアント PC 市場出荷実測の動向1）に
よると，昨年の第 3 四半期（7 ～ 9 月）における
出荷台数は，2012 年第 1 四半期（1 ～ 3 月）以来
6 四半期ぶりのプラス成長であった2）。家庭向け
市場は，前年同期比 24.6％減の 120 万台であった。
また，ビジネス向け市場では，同 21.3％増の 259
万台となっていた。全体では，1.7％増の 379 万
台となっていた。
家庭向けパソコン市場の出荷台数は 6 四半期連
続での減少であったが，ビジネス向けパソコン市
場は，Windows XP のサポートが終了するに伴
う買い替え需要が増加し，前年同期比で 20％を
超える高い成長率を示したのであった3）。その結
果，ビジネス向けの市場の出荷台数は，家庭向け
市場の 2 倍を超える台数に達するに至っている状
況にある。
また，タブレットの登場によって，家庭向けパ
ソコンの売り上げが減少傾向にあるなど，パソコ
ン市場を取り巻く環境は大きく変化している。そ
うした中で，本稿では，国内パソコン製造企業を
取り上げ，製品の環境配慮による観点から競争優
位の構築について考察する。そこで，ひとまず経
営戦略のデザインへ立ち戻り，これまでのサプラ
イ チ ェ ー ン マ ネ ジ メ ン ト（supply chain 
management：SCM）のような供給者側の論理
から，消費者の論理に力点を移動させる考え方が
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必要となる。具体的には，パソコンの生産者と消
費者の間に，どのようなイメージの乖離が生じて
いるのかが重要な視点となるのである。この 2 者
間のイメージの情報伝達（コミュニケーション）
の差異こそが，重要な意味を持っていると考えら
れる。この背景から企業の競争優位の在り方に対
して，パソコンに対するイメージのイノベーショ
ンが必要となる。とりわけ，製品の需要にも環境
対応あるいは環境配慮といった要因は極めて重要
なものとなる背景から製品創造のバリューチェー
ンを必要とする。そこで，はじめにパソコン製造
業である企業がコスト削減，利益確保，製品の安
定供給については，当然考慮することになる。こ
の点を付加した製品アセスメントの観点から，実
際に，製造工程における環境対応を具体的に行っ
ているかを詳細に考察することにする。その上で，
消費者の視点における環境配慮製品としてのイ
メージを実態調査に基づいて考察し，パソコン製
造企業におけるこれまでの製品戦略の視点から，
消費者の視点に力点を移すことにおいて，製品の
創造に着眼し，環境対応による競争優位の構築に
ついて検討することを本稿の目的とするのである。
2.　バリューチェーンにみる垂直統合モデル
と水平分業モデル
さて，まずは企業の自社製品の環境対応につい
ての考察から始めよう。その前に本節では，コス
ト削減，利益確保，製品の安定供給などを考える
上で重要なバリューチェーン（value chain）と
その種類について概観しておくことにしよう4）。
このバリューチェーンの概念については，さま
ざまに議論されている。ここでは，Porter の所
説に従って，「企業が製品を設計，生産，販売，
配送，サポートするために遂行する活動の集合は
バリューチェーンと呼ばれる」5）6）とされている。
より具体的に述べてみれば，バリューチェーンは，
製品やサービスを顧客に提供するという企業活動
を，調達・開発・製造・販売・サービスなどと
いった各々の業務が，一連の流れの中で順次，価
値とコストを付加し，蓄積していくものととらえ
られ，この連鎖的活動によって顧客へ向けた最終
的な “ 価値 ” が生み出されるとする考え方である。
バリューチェーンは，主として，垂直統合モデル
と水平分業モデルに一般的に大別できよう7）。そ
して，バリューチェーンが環境に対していかに配
慮しているかについて，製品の環境側面と環境影
響を事前に検討し，評価することが大切となる。
これらは，製品アセスメントあるいはライフサイ
クルアセスメントと呼ばれている。
次に，垂直統合モデルと水平分業モデルの 2 つ
について検討する必要があろう。
2.1.　垂直統合モデル
まず垂直統合モデルについては，図表 1 に示す
通り，バリューチェーン全体の中間コストを抑え，
自社が利益のすべてを享受できるモデルである。
そして，製品コンセプトに沿った開発から部品製
造そして組立を一貫して行える点に大きな効果が
期待できる。さらに，ブランドや品質，納期など
も統制あるいは管理できる効果も期待できる。技
術やアイデアが企業内に蓄積され，機密となるノ
ウハウが社外に漏れるリスクも小さくなる。その
ため，企業の競争力を構築し，より長く保持する
利点が可能となるのである。
一方で，「垂直統合」は，初期設備投資や固定
費などの負担が大きくなる欠点もうかがえよう。
投資回収の期間が長くなることから，市場の競争
力やニーズが大きく変化した場合の対応がとても
難しくなることもマイナスの効果と見積もられる
企　画A社 開発設計 部品製造 製造組立 販　売 付加価値 顧客（消費者）
図表 1　垂直統合モデル
　　（出所）「バリューチェーンと価値提供（2）～垂直統合か，水平統合か？～」を参考に筆者作成。
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こととなるのである。
ここで，垂直統合モデルのプロセスについて，
A 社を例に概観しておくことにする。まずは図
表 1 を参照してほしい。企画により企画化された
新製品は，開発設計で設計される。次に部品製造
が行われ，製造組立で完成品となる。そして，販
売時により付加価値のある製品は最終的に消費者
へと渡ることになる。以上，新製品の垂直統合モ
デルは，企画から販売までを当該企業が自社です
べてを行うモデルなのである。
2.2.　水平分業モデル
次に，水平分業モデルについては，図表 2 に示
す通り，開発，設計，部品製造，組立などの活動
ごとに，複数の企業が得意分野を受け持つモデル
である。以上の垂直統合モデルのうち，自社内の
開発，製造の一部または全部を外部企業に委託す
ることとなり，製造をすべて外部企業に任せるタ
イプである。ファブレス企業はその典型例となる。
ここで，水平分業モデルのプロセスについて
A 社，B 社，C 社，D 社を例に概観しておくこと
にする。図表 2 を参照してほしい。A 社で企画
化された新製品は B 社で開発設計される。次に
B 社で設計された設計図をもとに C 社で部品製
造を行う。さらに，C 社で製造された部品を D
社で組立し完成となる。完成した製品は，企画を
行った A 社に配送される。最終的に A 社から販
売が行われ，消費者へと商品が渡ることになる。
この例のように，水平分業モデルはプロセスの中
で複数の企業が作業を分担しているモデルである。
3.　製品設計時の環境配慮
3.1.　製品アセスメント，ライフサイクルアセス
メント
本節では，製品設計時の環境配慮である製品ア
セスメントについて概観することにする8）。製品
アセスメントとは，新製品を設計する際に，その
製品のライフサイクル全体における環境側面を抽
出し，環境影響評価を行うことで，製品ライフサ
イクル全体での環境負荷を小さくするための重要
なプロセスであると位置づけられよう。このよう
な製品の環境側面と環境影響を事前に検討し，評
価することを製品アセスメントと呼んでいる。
ここで，製品のライフサイクルアセスメント
（Life Cycle Assessment：LCA）は，製品アセス
メントとそれほど大きな相違がないともいえよう。
LCA では，製品のライフサイクル全体での環境
負荷を明らかにすることにより，消費者（購入
者）が製品を選択する際の環境配慮（グリーン購
入）を促進する外部的活用と新製品開発時の環境
配慮を支援するための内部的活用の 2 つを主要な
目的としている点をあらためて述べておく必要が
あろう。この後者の方，すなわち，企業の内部的
A社
B社
C社
D社
企　画 販　売 付加価値
開発設計
製造組立
顧客
（消費者）
部品製造
図表 2　水平分業モデル
　　 （出所）「バリューチェーンと価値提供（2）～垂直統合か，水平統合か？～」を参考に筆者作成。
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活用の目的のために実施される LCA こそが，製
品アセスメントそのものなのである。
図表 3 に示す製品のライフサイクルの一般的な
プロセスフローに示す通り，製品のライフサイク
ル全体（生産～使用～廃棄）を通じての環境負荷
を小さくするためには，設計段階での配慮が大切
である。例えば，使用後の製品のリサイクルを考
えれば，あらかじめリサイクルしやすい材料を選
定し，分解しやすい構造に設計しておくことが重
要である。このようにライフサイクル全体での環
境負荷を低減するような設計は，「環境適合設計」
（Design for Environment：DfE）と呼ばれてい
る。1990 年代以降，ドイツ，フランスなどのヨー
ロッパ諸国では，環境適合設計のガイドラインを
発行してきたが，ISO での一連の環境規格の検討
の中で，環境適合設計についての技術報告書も発
行されている。これが，ISO/TR 14062「環境適
合設計」である。この TR 14062 は製品の設計・
開発プロセスへの環境側面の統合，いわゆる環境
適合設計に関する概念とその実施についての技術
情報をまとめたものである。従来，ISO 14001 規
格に比較して，なじみの薄かったこれらの規格や
技術情報がヨーロッパでの製品規制関連法令の制
定により，脚光を浴びてきたともいえる。さらに，
この開発プロセスに関するマネジメントシステム
の 規 格 と し て，ISO 14001 規 格 と 比 較 し て，
ISO 14006 規格「環境マネジメントシステム－エ
コデザインの導入のための指針」が 2011 年に発
行された背景を持っていることも，改めて記述し
ておく必要があろう。
3.2.　企業による製品アセスメントの事例
以上，企業における製品アセスメントの重要性
を検討してきた。本節では，パソコン製造企業と
して，代表的企業である NEC，富士通，東芝の
3 社を事例として取り上げ，各々について検討し
ていくことにする。
3.2.1　NECによる製品アセスメントの取り組
み
NEC は，1994 年に全社製品アセスメントガイ
ドラインを制定し，アセスメント時には環境設計
要件を確認することを制度化した9）。また，各事
業部門においては全社アセスメントガイドライン
を基本として，事業内容に即した実施規程を制定
し，運用している（図表 4 を参照）。
製品アセスメントの評価項目には，省エネ設計
や LCA，製品に含有する環境影響物質基準，3
固体，液体，気体
の排出物
資源の採取
原材料の精製・製造
製品の製造
製品の使用
製品の廃棄
資源の投入
再生資源
図表 3　製品のライフサイクルの一般的なプロセスフロー
　　（出所）『環境経営入門［第 2 版］』，日科技連出版社，第 9 章を参考に筆者作成。
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Ｒ関連基準などを盛り込んでおり，網羅的に環境
配慮設計に対応できる仕組みとなっている。さら
に最終評価結果としては，設計開発段階にフィー
ドバックし，次機種の目標あるいは評価項目の設
定に反映するといった学習プロセスとなっている。
製品アセスメントは，コンピュータや通信機器な
ど NEC グループ全体での新規開発製品を対象と
しており，そのすべてに 100％実施しているので
ある。
3.2.2　富士通による製品アセスメントの取り
組み
富士通グループは，環境汚染の未然防止と環境
負荷低減を重要な目的と掲げ，1993 年度から新
製品の設計時点に製品環境アセスメントを実施し
ている10）。この製品環境アセスメントは，図表 5
に示す通り，企業内で定めた方式で評価を行い，
総合的に 90 点以上でクリアすることが前提と
なっている。この評価とともに，さらに厳しいグ
ローバルな環境対策を取り込んだ「グリーン製品
評価規定」をクリアした製品のみを「グリーン製
品」として製品化し，市場へ提供する基準となっ
ているのである。
3.2.3　東芝による製品アセスメントの取り組
み
東芝グループでは，製品をリリースする時に環
境性能 No.1 を達成している製品をエクセレント
ECP（環境調和型製品）として認定している11）。
このエクセレント ECP の創出プロセスは，図表
1994年に全社ガイドライン制定（第1版）
1998年に「製品環境効率」導入（第2版）
2001年に「エコプロダクツ基準」導入（第3版）
2012年に「製品アセスメントガイドライン」発行（第8版）　※DR：デザインレビュー
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目標設定にフィードバック 最終評価結果
環境設計アセスメント担当部門 事業部での実施状況確認
図表 4　製品アセスメントの実施フロー
　 （出所）NEC ホームページを参考に筆者作成（2014 年 1 月参照）。
総合評価点が90点以上
製品の該当項目すべてに適合
STEP１ 「製品環境アセスメント」の
　実施
STEP２
「グリーン製品評価」の
　実施
グリーン製品
（出所） 富士通ホームページを参考に筆者作成
（2014 年 1 月参照）。
図表 5　グリーン製品評価の仕組み
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6 に示してある通りである。エクセレント ECP
の創出を強化するため，売上高を指標として導入
している。東芝グループの 2012 年度のエクセレ
ント ECP 認定製品の売上高は，社会インフラ分
野や電子デバイス分野において認定製品を拡大し
た結果，6,688 億円となっており，目標値である
5,000 億円を大幅に上回ることとなったのである。
今後，ソリューションやシステム製品での創出を
加速し，第 2015 年度に，1.8 兆円をめざしている。
4.　環境ラベル
パソコン製造企業が，製品設計時に環境配慮と
して製品アセスメントやライフサイクルアセスメ
ントを重要視している点については，これまで検
討してきた通りである。ここで，この環境へ配慮
している行為を形にして，消費者にわかりやすく
情報伝達するコミュニケーションツールについて
検討する必要があろう。そこで本節では，商品等
に添付される環境への配慮状況を表現するための
表示である環境ラベルについて検討することにす
る12）。環境ラベルは，次のように 2 つに大別する
ことができる。
①第三者認証の環境ラベル：認証機関が定めた
基準に照らして「環境」に配慮していると認めら
れ，登録された商品に貼り付けることが許される
ラベルのことである。
②特定目的の環境ラベル：生産者，販売者が購
入者へ訴求する特定の環境要素を意識して貼り付
けられるラベルのことである。
第三者認定の認証ラベルは，公的機関あるいは
民間期間により環境についての一定の基準を満た
した商品に表示することが許可されたマーク（ラ
ベル）である。1978 年に開始されたドイツのブ
ルーエンジェルが最初の環境ラベルであるとされ
ている。その後 1988 から 1990 年において，わが
国のエコマーク，アメリカのグリーンシールなど
多くの制度が立ち上がっている。特定目的の環境
ラベルは特定の企業，業界団体，非政府組織
（Non-Governmental organization：NGO）などが，
独自の選定基準にもとづいて商品等に付与する表
示であり，省エネルギーや特定有害成分の無添加
など，商品の特徴を消費者へ訴求するものである。
4.1.　ISOにおける環境ラベル規格
環境ラベルが増加するにつれて，環境ラベルが，
国際紛争の原因となったこともある。このため，
環境ラベルの要件や認証の手順などに関する国際
基準の制定についての要請が高まり，ISO におい
ても環境ラベルに関する規格を発行している。
ISO では，環境ラベルを図表 7 に示すように 3 種
類に分類している。これら 3 つの環境ラベル全般
にわたる原則を定めた規格が ISO 14020 規格であ
る。ISO 規格において，環境ラベルとは，単に
??????????
事業戦略 商品企画 開発・設計
製品承認
次期開発期種にフィードバック
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※
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技術動向・他社動向を想定し，製品をリリース
する時点で業界トップの環境性能を開発目標
「ecoターゲット」として設定
「ecoターゲット」達成状況・
ECP基準適合を確認
データ更新
????????????
EnergyStar，
EUエコラベル，
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（日本）etc.
?????
???????
ECPの環境配慮
事項から特定の
環境側面を個別
表示
?????
??
主要環境性能
が上記時点で
業界トップ
??????
???
図表 6　エクセレントECPの創出プロセス
  （出所）東芝ホームページを参考に筆者作成（2014 年 1 月参照）。
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マーク（グラフィックによるシンボル）のみでは
なく数量表示や言葉，文字などによる主張も含む
としており，規格の表題は「環境ラベル及び宣
言」となっている。
① ISO 14024 規格で規定される「タイプⅠ環境
ラベル」制度は，企業から独立した第三者機関
（エコラベル団体）により運営されるものである。
企業の任意の申請により，該当する商品類型ごと
の判定基準にもとづいて，エコラベル運営団体が
審査を行い，認定された商品に使用が許可された
環境ラベルが「タイプⅠ環境ラベル」である。
② ISO 14021 規格で規定される「タイプⅡ環境
ラベル」は，企業の自己宣言による環境主張と呼
ばれるもので，企業が自ら市場に向かって主張す
るものである。したがって，多くの環境広告は，
第三者認証によるものではなく，企業の主張が直
接消費者に達する。そのため，ラベルの信頼性を
確保するための条件が ISO 14021 規格の中で説明
されている。例えば，「環境にやさしい」「地球に
優しい」というようなあいまいな主張をしてはな
らない，などの事項である。
③ ISO 14025 規格で規定される「タイプⅢ環境
ラベル」は，「あらかじめ認定された環境指標に
もとづき，製品の供給者により提供される製品の
環境情報」であり，食品の成分表示のように客観
的なデータのみを表示して，その判断を消費者に
ゆだねるものである。
5.　環境配慮商品のイメージ
以上，パソコン製造企業が，環境配慮行動を重
要視しており，その表示として環境ラベルの規格
を述べてきた。消費者の視点から，どのように企
業の環境配慮の努力が受け止められているのかを
検討し，その結果を検討する必要がある。そこで
本節では，消費者の環境配慮商品に対するイメー
ジについて堀江・岩本・岡本の研究を引用し，環
境配慮商品に対する消費者のイメージを考察する
ことにしよう13）。
この事例では，環境配慮商品のイメージについ
て，図表 8 に示す通り，16 の評価項目によって
回答者に，5 段階評価（そう思う，ややそう思う，
どちらとも言えない，あまり思わない，思わな
い）してもらった。この消費者の評価を「そう思
図表 7　ISO規格における各種の環境ラベル
ISO の名称 特　徴 内　容
タイプⅠ 第三者認証による環境ラベル 第三者実施機関によって運営され，製品分野
と認定基準を実施機関が決める。
事業者の申請に応じて審査をして，マーク使
用を認可する。
タイプⅡ 環境主張の自己宣言　　　　 製品の環境改善を主張するもので，宣伝広告
も適用の対象となる。
タイプⅢ 環境負荷の定量的データ表示 定量的データのみを表示し，その評価は購買
者に任せられる。
（出所）『環境経営入門［第 2 版］』，日科技連出版社。
図表 8　質問文とイメージ分析に用いた評価項目
質問：あなたは環境配慮商品と聞いた時に，どのようにイメージしますか。
地球に優しい 使いやすい 有害物質を含まない・出さない
資源の節約になる 壊れにくい 安全である
価格が高い リサイクルにつながる 健康によい
性能がよい 省エネになる 長く使える
ゴミを減らせる オゾン層破壊防止に役立つ
自然生態系の保全に役立つ 地球温暖化防止に役立つ
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う」を 5，「ややそう思う」を 4，「どちらとも言
えない」3，「あまり思わない」2，「思わない」を
1 として集計し，因子分析（因子抽出法：主因子
法）により分析したものである。なお，分析ソフ
トは，IBM 社の SPSS Statistics（Base 19）を使
用し，因子の解釈を容易にするため，バリマック
ス回転を行った（2002 年アンケート実施，有効
回答者数 313 名（学生を対象））。
図表 9 に示す通り，固有値が 1 以上の因子は，
3 つ抽出される結果となった。因子負荷量の結果
から，便宜的に，第 1 因子を「地球環境保全」，
第 2 因子を「利便性」，第 3 因子を「高性能」と
命名することにした。この分析の結果，消費者の
環境配慮商品のイメージは，「地球環境保全」に
つながるとともに，「利便性」も良く，しかも
「高性能」であるとイメージしていることが理解
できるのである。
次にどのような環境配慮商品が必要であるかに
ついて，環境配慮商品のイメージと同様に，16
の評価項目により回答者に，5 段階評価（そう思
う，ややそう思う，どちらとも言えない，あまり
思わない，思わない）してもらった。この消費者
の評価を「そう思う」を 5，「ややそう思う」を 4，
「どちらとも言えない」を 3，「あまり思わない」
を 2，「思わない」を 1 として集計し，因子分析
（因子抽出法：主因子法，バリマックス回転）に
より分析した。
図表 10 に示す通り，固有値が 1 以上の因子は
2 つ抽出された。因子負荷量の結果から，便宜的
に，第 1 因子を「地球環境保全」，第 2 因子を
「利便性」と命名することにした。したがって，
消費者が必要と考える環境配慮商品のイメージは
「地球環境保全」につながるとともに，「利便性」
が高い商品であることがわかる。
以上，図表 9 および図表 10 の 2 つの分析結果
にもとづいて概観してみると，消費者の環境配慮
商品のイメージは「地球環境保全」であり，さら
に消費者が必要と考える環境配慮商品のイメージ
でも「地球環境保全」であった。
ここで重要なことであるが，消費者の側の「地
球環境保全」というイメージと生産者側の「地球
環境保全」のイメージは，双方向で同様な意味を
持っているのであろうかという疑問が生じるので
ある。消費者側と生産者側のイメージに整合性が
見られるのであれば，パソコン製造企業の消費者
へのアプローチは容易なものとなるであろう。し
図表 9　環境配慮商品のイメージ
評価項目 第 1 因子 第 2 因子 第 3 因子
地球に優しい 　 0.706 0.038 － 0.009
資源の節約になる 　 0.662 0.045 　 0.006
価格が高い － 0.163 0.017 　 0.541
性能がよい 　 0.031 0.546 　 0.424
ゴミを減らせる 　 0.619 0.278 － 0.019
自然生態系の保全に役立つ 　 0.675 0.256 － 0.125
使いやすい 　 0.067 0.721 　 0.253
壊れにくい 　 0.070 0.776 － 0.157
リサイクルにつながる 　 0.667 0.205 － 0.022
省エネになる 　 0.734 0.121 　 0.031
オゾン層破壊防止に役立つ 　 0.830 0.103 － 0.196
地球温暖化防止に役立つ 　 0.845 0.107 － 0.183
有害物質を含まない・出さない 　 0.745 0.164 － 0.138
安全である 　 0.293 0.607 　 0.083
健康によい 　 0.356 0.559 　 0.098
長く使える 　 0.144 0.797 － 0.285
固有値 　 6.288 2.653 　 1.185
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かし，現状では必ずしもそうとは言えない。換言
すれば，生産者側と消費者側との環境配慮商品に
対するイメージや認識には，乖離が見られると考
えられるのである。この乖離をどのようにとらえ
るのか，この点が非常に重要な視点であり，そこ
に需要者である消費者へさらに浸透をさせるとい
う，いわば競争優位の構築への手がかりが隠され
ていると考えられる。この点については，次に検
討することにする。
6.　競争優位の構築
これまで，製品を中心とした環境配慮について
製品アセスメントと企業の取り組み，環境ラベル
を概観してきた。そして，前節において消費者の
環境配慮商品のイメージについて考察した。しか
し，依然として生産者側と消費者側との環境配慮
商品に対する認識，すなわちイメージの乖離が見
られると思われる。したがって，競争優位の構築
を考える上で，この乖離を埋めていくための検討
をしていく必要がある。生産側の積極的でわかり
やすい環境配慮情報の開示はいうまでもない。む
しろ，生産者側が消費者の視点に立って，環境に
配慮した製品を開発し，生産者側が提供した情報
（製品が環境に配慮しているという価値）として
のイメージを，消費者のみならずその他のステー
クホルダーなどとイメージを共有することが重要
である。このように，製品が環境に配慮している
ことに対する価値を醸成していく必要があるので
ある。現状では，生産者側が提供した製品の環境
配慮情報へのイメージは，消費者側の反応として，
環境配慮に関する知識の度合いによりばらつきが
みられることが考えられよう。
以上の考察から，企業が競争優位に立つために
は，生産者側の製品の環境配慮情報の提供，生産
者側と消費者側双方の環境配慮というイメージを
同一にする必要性から，環境教育が必要であると
考えられる。換言すれば，生産者側は，消費者視
点の製品の環境配慮はどのようなものかを知る，
あるいは理解する環境教育，消費者側は，生産者
側の製造する製品の環境配慮とはどのようなもの
かを知る，あるいは理解する環境教育である。
7.　むすびにかえて
本稿では，パソコン製造企業を取り上げ，製品
図表 10　環境配慮商品の環境配慮認識度
評価項目 第 1 因子 第 2 因子
地球に優しい 　 0.671 　 0.095
資源の節約になる 　 0.694 　 0.114
価格が高い － 0.248 － 0.069
性能がよい 　 0.126 　 0.748
ゴミを減らせる 　 0.715 　 0.204
自然生態系の保全に役立つ 　 0.772 　 0.236
使いやすい 　 0.055 　 0.843
壊れにくい 　 0.182 　 0.825
リサイクルにつながる 　 0.793 　 0.165
省エネになる 　 0.800 　 0.268
オゾン層破壊防止に役立つ 　 0.861 　 0.190
地球温暖化防止に役立つ 　 0.868 　 0.139
有害物質を含まない・出さない 　 0.733 　 0.242
安全である 　 0.278 　 0.688
健康によい 　 0.297 　 0.635
長く使える 　 0.183 　 0.753
固有値 　 7.376 　 2.746
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ライフサイクルと企業の取り組み事例，環境配慮
情報提供ツールとしての環境ラベルを概観し，競
争優位の構築を考える上での方向性を考察した。
そして，生産者側は環境に対する配慮行動として
の努力を行っている。一方で，消費者の側も，環
境ラベルの意味などを環境配慮の証として理解す
る必要がある。このことによって，生産者も消費
者も共通の情報を持ち，イメージを持つことで相
互のイメージの認識の乖離を埋めることにつなが
る。このような努力が，パソコン製造企業の消費
者すなわち顧客を創造することにつながるものと
推察されよう。したがって，生産者と消費者の間
に共通のイメージを醸成させることが，成熟した
パソコン市場の中で，競争優位を構築できる手掛
かりとなるということができるのではなかろうか。
最後になるが，消費者の環境配慮商品に対する
イメージの考察から，すくなくともいくつかの仮
説が導き出せる。製品の形状や仕様はもとより企
業の環境配慮を消費者へ教示する方法などといっ
たものが具体的なものであろう。これらは，生産
者側と消費者側との製品の価値共有，イメージの
創造そして環境教育という観点から，双方の思惑
やイメージを，インタビューなどの調査を行うこ
とによって，明らかにする必要があろう。
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